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2002年飲酒運転厳罰化効果の計測
真　殿　誠　志
1　研究の目的と背景
1-1　日的
本研究の目的は1995年から2004年の都道府県別データを用いて,飲酒に
関連した事故発生割合を社会的･経済的要因によって説明し, 2002年6月
1日から施行された飲酒運転厳罰化の効果を計測することにある｡
1-2　背景
｢飲んだら乗るな｣という交通安全標語はあまりに有名だが,実は道路
交通法に於いては一滴でも飲んだ場合をも取締り対象としているわけでは
ない1)｡ 2002年6月実施の道路交通法改定に於いては,呼気1リットル中
0.25mg以上から0.15mg以上を取締りの対象と改正され,以下の表のよ
うにより厳しく改正された｡この背景には, 1999年11月28日,東名高速道
で飲酒運転常習トラック運転手によって二人の幼い子どもが焼死したこと
などを契機に飲酒運転に関する社会の見方が厳しくなったことなどが挙げ
られるだろう｡
このような大きな改正はそう頻繁にあるわけではなく,こうした制度変
更の実効効果を統計的に計測することには大きな意味がある｡
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表1　飲酒運転厳罰化概要
改正前　　　　　　　　　改正後
刑 辛 假ﾈ*(暮5ﾒ2年以下の懲役または D闌8,ﾉ*io-ﾈ+ﾘ,ﾒ       
10万円以下の罰金 鉄iﾈ苓決岑,ﾉKｾ    
酒気帯ぴ運転 5ﾈ闌8,ﾉ*io-ﾈ+ﾒ1年以上の懲役または      
処 分 凾ﾍ5万以下の罰金 iﾈ決岑,ﾉKｾ     
酒気帯ぴ運転基準値 Vﾖv決20.15mか1以上      
行 政 假ﾈ*(暮5ﾒ15点, 免許取り消し Y5lhｹh竧.蔭+R       
酒気帯び運転(呼気 妬513点,免許停止   
処 分 (cVﾖx決2免許停止       
酒気帯び運転(呼気 11中0.15mg以上) 傀瓜ｩk8+R6点免許停止  
2　分析モデル
2-1　先行研究
貴殿(2002)でも紹介しているように海外では交通事故への飲酒および
社会経済変数からの影響を分析した論文が多い｡米国では年間交通事故死
者数は4万人強にものぼり,歩行者の4割,運転車同乗者の実に5割は飲
酒がらみで命を落としているという研究(zobeck他1993)もあり,飲酒
運転は深刻な社会問題となっている｡
日本に関して飲酒運転防止の制度的効果についてはDeshapriya and
Iwase (1996)の研究がある｡ 1970年日本では0.5mgnと言うアルコール
濃度の法規制が始まっている2)｡法規制前の65年から70年にかけては自動
車事故による犠牲者は12484人から16765人-と大幅に増加している
が, 1975年時点での犠牲者は10792人と大幅に減少した｡ 70年から75年に
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かけての時期はアルコール消費量,ドライバー人口,自動車台数共に増加
している｡よって,飲酒運転を規制する法律の存在が飲酒関連事故を減少
させたと結論づけているが,統計的分析は行われていない｡アルコールが
死亡率に及ぼす影響の分析としてはFtかta and Shibata (2006)がある｡
そこでは交通事故を起こした約5万8千人の男性ドライバーを調査した結
莱,死亡した271人のうち75%は飲酒していなければ助かっていた可能性
が十分高かったことが示されている｡また,白石･萩田(2006)3)では敗
酒運転の厳罰化に関して, 2001年と2004年を比較して事故の第1当事者に
飲酒が認められた事故件数が39.2%減少したことを指摘している｡
2-2　基本モデル
真殿(2002, pp.69-70)で解説しているように,具体的な推計手法に
はいくつかバリエーションはあるが基本的な推計モデルの構造はどれも次
のようになっている｡
自動車事故率,死亡率等-f (経済変数, ,社会環境変数,法制度ダミー
変数(その制度があれば1,なければゼロ),
タイムトレンド)
経済変数;所得,失業率等
社会環境変数:自動車台数,免許取得者人口,酒類販売量等
つまり,事故率を経済変数,社会環境変数で説明し,そしてこれらの変
数でなお説明しきれない差を,アメリカの場合州別の法制度的要因に依る
ものとしてダミー変数で抽出している｡アメリカは州によって例えば免許
取得年齢や飲酒可能年齢が異なるので,クロスセクションデータとして制
度の違いを計測ができる｡
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2-3　取締り件数の扱い
飲酒運転による事故減少のために,警察による取締り強化を望むのは当
然のことかもしれない｡例えば,王立オーストララシア外科学会編『二
十一世紀の交通安全』 (1991, pp.78-79)には｢(交通安全の施策につい
て)特に,日本の警察が異常なまでに支配的役割を果たしている｣とまで
評価されており,制度的に事故減少への重大な責務を警察が負っているこ
とは間違いないだろう｡
ただ,飲酒運転事故の説明変数として取締り件数を採用するのは慎重に
なるべきである｡その理由は第1に,取締り件数は良い意味でも悪い意味
でも警察組織の判断の下で決定されているいわば人造的変数である可能性
が非常に高いことにある｡例えば,交通違反取締りに関する記事ではない
が,読売新聞2002年7月8日1面には｢検挙率アップ?受理簿に軽い盗み
記さず-茨城の複数署｣との見出しがある｡読売新聞によれば, ｢茨城県
警の複数の警察署が,自転車盗など軽微な窃盗事件の被害届の一部を｢盗
犯日報｣と呼ばれる受理簿に記載せず,窃盗犯の検挙率を高く見せかける
操作を行っていたことが｣明らかとなっている｡交通違反の取締りにも何
らかの形で組織の意志が反映されていることは否定し得ないであろう｡こ
うした加工されたデータを無批判に説明変数として採用するには統計分析
上問題が多いのはもちろんである｡取締り件数の不自然さの傍証として,
年データとしての推移を紹介しておこう｡ Fig.1の飲酒関連事故運転者数
は1999年から2000年にかけて26.6%増加したにもかかわらず,同時期飲酒
運転取締り件数(Fig.2)は24%も減少するという極めて対照的な動きを
示している｡
さらに,次の, Fig.3にあるように取締り件数全体で見ると, 1989年前
級,事故件数はほぼ横ばい傾向ながら取締り件数は87年から89年にかけて
一気に4割も減少しているのである｡
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Fig.3 取締り件数と事故件数の推移 (1989年を100として基準化)
42
第2の問題点として,この論文で扱うデータが年データに限られるとい
う点が挙げられる｡地域の週単位,月単位の事故数に対応して臨機応変に
取締りを行ったとしても年データである以上そうした年末満のデータ変化
は捉えることはできず,取締り数の変化がもたらす効果を計測することは
不可能となってしまう｡
交通事故全体に対する取締り効果を論ずる論文はほとんど無いと言って
良い｡なぜならば,事故が起きる前に取り締まることのできる項目は限定
的だからである｡つまり,速度違反,飲酒等々の違反項目は事故発生以前
に取締り可能であるが,取締り件数全体のうち7割を占める安全運転義務
違反という項目は,前方不注意や,漫然運転という違反内容を指し,事故
発生前に取り締まることが原理的に不可能である4)｡
ただし,飲酒事故に限定すれば,飲酒運転取締りの効果にかなり懐疑的
な論文はかなり少ないと言える｡ Wilkinson (1987)のようにほぼ全面的
に効果を否定している論文はむしろ珍しい｡ EuropeanTransport Safty
council (1999, pp.19-21)では,飲酒運転取締り強化によって飲酒運転
事故を減少させた国の例が紹介されている｡フランスではドライバー4人
に1人が,フィンランドでは10人のうち4人が飲酒検査を受けたという｡
こう　した検査の実効性評価としてHomel, Mckay and Henstoridge
(1995)が,オーストラリアのニューサウスウェールズ州における, 1982
年から1992年にかけて実施された抜き打ち飲酒検問効果を分析している｡
実施最初の12ケ月では実に100万人ものドライバーがテストを受けており,
ドライバーのうち3人1人はテストされた計算となる｡この結果,夜間の
事故が20%減少したと評価されている｡ここで大切なのは,実際に摘発さ
れた件数によって取締り効果を計ろうとしているのではなく,検査を受け
た人数によって効果が測定されている点である｡先に挙げた国ではかなり
徹底した検査が行われたことは間違いない｡日本では検査を受けたドライ
バー数のデータはないので推測の域を出ないのだが利用可能な数字で考え
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れば,ドライバー数7千万人のうち飲酒で摘発された件数25万件前後で約
0.36%となる｡どちらにせよ,摘発された件数だけで取締り効果を考える
ことには問題があると言わざるを得ないだろう｡
3　実証モデルと推計結果
3-1　データ
3-1-1被説明変数
本研究では1995年から2004年の沖縄を除く都道府県別飲酒関連事故運転
者数を貴殿(2002)と同様に被説明変数とする｡沖縄県を除くのは制度が
異なるために他の都道府県と整合性あるアルコール消費量に関するデータ
が分析対象期間で取れないからである｡
真殿(2002,pp.70-71)より,飲酒関連事故運転者数について説明する｡
交通事故総合分析センターが発表している都道府県別･飲酒運転別
当事者別仝事故件数(第一当事者)と都道府県別･飲酒運転別当
事者別仝事故件数(第二当事者)のうち,酒酔い運転と見なされ
ない程度であっても少なくとも飲酒していた運転者の総数である｡
データベースの名称通り,飲酒運転別事故と呼ばないのはデータ
ベースには飲酒していない事故も別項目ながら含まれており,デー
タベース内の数字と飲酒関連事故数は一致していないからである｡
このデータを被説明変数としたのは以下の理由による｡まず,説明
変数との対応関係において自動車の運転は運転手一人一人の行為で
ある,あとに挙げるような様々な説明変数は運転という人間の行動
に,より直接的に影響していると考えられる｡飲酒という行為が運
転に影響し運転が結果的に事故をもたらすので,人数を被説明変数
とすることでより因果関係を明確に表せるだろう
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交通事故統計年報には法令違反別の事故件数というデータがある｡
そこには酒酔い運転という法令違反も存在する｡しかしながら,酒
酔い運転という項目に分類された事故だけに飲酒が関わっているわ
けではない｡法令違反別事故というのは,複数あり得る法令違反の
内,事故に関してもっとも直接的,支配的な法令違反を当てはめて
いる｡故に,最高速度違反に分類されている事故であってもわずか
ながら運転者は飲酒していた可能性があり,そのわずかなアルコー
ルが運転者の正常な判断に影響していないとは結論できない｡さら
に問題なのは事故処理が優先されるために,本人が飲酒したことを
認めたとしても事故から時間が経過し既にアルコール分解され酒酔
い運転と認定できない場合もあり,この場合も法令違反別の事故原
因として酒酔いとは判断できない｡第-回自動車安全対策シンポジ
ウム配付資料(運輸省自動車交通局, 2000)が述べているように,
刑事責任を追及する法令違反別の分類は事故原因を現しているとは
とうてい考えがたい｡警察庁の自動車事故分類において第一,第二
当事者というのはそれぞれ必ずしも加害者,被害者を意味するわけ
ではないのである｡事故において過失割合が過半数を超えているの
が第一当事者であるが, 50対50の過失割合とされる場合は,障害の
程度がより少ない方が第一当事者とされる｡この点からも,法令違
反違反別事故データが事故原因を表していると考えることはできな
い｡
3-1-2　説明変数
Page (2001)はOECD国の交通事故死亡者数を統計的に比較するため
に表2のように説明変数になりうる変数を挙げている｡
そこで, Page (2001)やアメリカにおける飲酒関連事故の説明変数を
参考に真殿(2002)と同様に都道府県別に利用可能変数として表3にある
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表2　説明変数候補
自動車関連 倆I{ﾉH齷:竟H諍wDIZｩ}饅ｩﾉB        
道路関連 刋I+xｹyz9;刋稲ﾙ}   
事故遭遇要因 hﾗ84ﾈ8ﾙH齪彿w鋹hﾗ84ﾈ8ﾘｼh鋹hﾗ84ﾈ8ﾒ       
性別走行キロ数年齢別走行キロ数交通量 
人口要因 凭ﾈ檍蓼ﾈﾏｹD驃饅ｩﾈﾏｸ畠|ｨﾗ?ｨ鳧ｭB        
天候要因 凭ﾈﾇﾉmﾛh6x7ｸ6y(Ywﾘ8ｸ86(6y(YwｨHﾘr      
交通安全要因 8ｸ5(ｸ8ｸNｩﾉ7xﾌ顗ﾉdzR            
消費者物価免許取得年齢 
経済要因 傀ｩ;舩E,ｾ    生産年齢人口失業率鉱工業生産指数 
交通安全対策費燃料価格燃料消費量 
交通経済要因 ?刋伊ｩ?N?8孜??ﾇ井??
その他の要因 佗&ｨ4ﾈ齪膾ziLhﾝb    
表3　説明変数
分類 ??饅?B?ы???
自動車関連 俾iw鋹{ﾉ]ｹtﾉIB正      
道路関連 刋溢露+xｹyz2負    
事故遭遇要因 閲xｷB負 ₉    
タクシー会社数 儿 
人口要因 冤hｹi]ｹtﾈﾈﾏｲ正    
男性免許者保有人口 2  
女性免許保有者人口 儿 
人口密度 2  
交通安全要因 假}餃ﾉHI|｢正   
経済要因 俯鮎izb未定  
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変数を用いる｡また,期待される符号条件を右隣に記した｡失業率につい
ては正負両方の結果があり得る｡ Ann Dryden Witte and Robert Witt
(2002)が強調しているように,近年,犯罪に及ぼす失業率の影響が実証
分析でも注目されているが,その結論は正か負か様々である｡ Leigh他
(1991)が失業率と事故率との研究を行っていが,それによると,走行距
離が一定の下で失業率の悪化は事故率の増加をもたらすとされている｡た
だ,飲酒運転の機会費用から考える場合でも,失業による所得効果と価格
効果の大小関係は先験的には決定できない｡
3-1-3　都道府県ダミー
本件研究では時系列で10年の年データ,横断面で46都道府県の計460サ
ンプルのプ-リングデータを用いている｡ 46都道府県の地域特性も存在す
るはずで,都道府県ダミーにより都道府県差異を計測している｡
3-1-4　飲酒運転厳罰化ダミー
2002年6月から施行された飲酒運転厳罰化効果を測定するため, 2001年
までをゼロ, 2002年以降を1とする飲酒運転厳罰化ダミーを設定した｡ 6
月からの施行は1月から始まる年データとずれが生じてしまうが,この点
は推定結果と合わせて考察したい｡
3-2　実証モデル
以上挙げた被説明変数,説明変数を使い,以下のような切片ダミーを与
えた両対数線型モデルを推計する｡失業率を100とした基準化データ,そ
の他の変数については全て10万人当たりに基準化している｡
(1) lnY.,-C+αT+∑81Di+Eβ.JlnXij+elJ
1-46都道府県, j-1995‥.2004
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Yは飲酒関連事故運転者比率, Tは厳罰化ダミー(2001年まではゼ
ロ, 2002年からは1), Dは都道府県切片ダミー, Ⅹは自家用車両保有台
敬,道路実延長距離,バス旅客数,タクシー会社数,免許保有者数　男性
免許者保有人口,女性免許保有者人口,人口密度,酒類販売量,実質県民
所得,失業率である｡
4　推計結果
まず,真殿(2002)の結果を参考に行った第一次推計結果が次の表4で
ある｡
ここでは都道府県ダミーはまだ導入していない｡この結果を基に,都道
府県ダミーを導入しつつ,有意でない変数を落として最終的に得た結果が
表4　第一次推計結果
変数名 Hﾇi&ﾂt値   
切片 蔦2紊cs2-0.7811  
厳罰化ダミー 蔦塔-6.1013    
バス旅客数 s1.0288     
免許保有者数(男) 縱涛r2.8257   
免許保有者数(女) 蔦r-0.6862     
自動車保有台数 經ゴr2.0967   
人口密度 蔦CB-0.6600     
失業率 SB3.5830     
道路総延長距離 蔦S-0.4484     
酒類販売量 蔦縱sR-2.8685    
タクシー会社数 cs1.5858     
**両側1 %水準で有意
*両側5 %水準で有意
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表5　最終推計結果
変数名 Hﾇi&ﾂt値   
飲酒運転厳罰化ダミー 蔦紊C2-8.1785    
免許取得者数 緜塔26.5190   
失業率 S4.0905      
酒類販売量 蔦經cC2-15.3467   
岩手.奈良ダミー 蔦C-2.0537      
秋田.大分ダミー 蔦#CR-2.0000    
自由度修正済み決定係数0. 63
**両側1 %水準で有意
*両側5%水準で有意
表5である｡
4-1-1パラメーターの値
飲酒運転厳罰化ダミーは-0.404,有意水準両側1 %で有意な結果を得た｡
これは飲酒関連事故運転手者数を40%減少させたという意味である｡免許
取得者数は0.6989とプラスの値かつ有意水準両側1 %で有意な結果を得た｡
失業率は0.0050と有意水準両側1 %で有意な結果を得た｡酒類販売量は-
0.5643と両側1 %で有意な結果を得た｡都道府県ダミーについては多くの
パターンを試みた結果,岩手･奈良ダミーで-0.2401,秋田･大分ダミー
で-0.2245,両者とも両側5 %水準で有意である｡
4-ト2　考察
全ての変数について有意な結果を得ることができた｡飲酒厳罰ダミー,
酒類販売量,岩手.奈良ダミー,秋田･大分ダミーは負の効果,免許取得
者集,失業率は正の効果となった｡真殿(2002)と比較すると,まず期間
が3年から10年間と延びたことで都道府県ダミーが激減することとなった｡
飲酒運転厳罰化ダミーについてであるが,厳罰化によって飲酒関連事故
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運転者数が40.4%減少していることが確認された｡これは1995年から2001
年までと2002年から2004年までの二期間の差を表す｡白石･萩田(2006)
では飲酒事故の第1当事者のデータから2001年と2004年を比較して39%減
との結論を導いている｡つまり2002年から3年間かけて40%の減少効果が
あったとしている｡たまたま近い数字になっているが,期間全体を平均し
て40%の減少効果を観察した我々の結論はこれよりも強い効果を意味して
いる｡
一つ問題として挙げれば,厳罰化が実施されたのが2002年6月1日であ
り,年データとは半年のズレがあることだろう｡EuropeanTransport Safety
council (1999, p21)では,オーストラリアニューサウスウェールズ州に
おける成功例について｢成功の秘訣は厳しく取り締ることをメディアによ
って十分に周知させたことにある｣とし,取締りの強化と共にメディアに
よるキャンペーンの重要性を強調している5)｡日本での飲酒運転厳罰化は,
飲酒運転のトラックによって幼い二人が焼死するという不幸な事件をきっ
かけとしている｡メディアを使った法改正の周知徹底6)と言うことであれ
ば,日本でも十分になされたのではないだろうか｡法が変わった後,人の
行動が突然変わると考えるより,法改正をいわば確信して事前に行動を変
更し始めると考える方が自然である｡推計値はキャンペーン効果も含んで
いると考えざるをえないので,年データと厳罰化施行の半年のタイムラグ
は本質的な問題ではないだろう｡
免許取得者数,失業率は正の効果を持つ｡免許取得者数が増えれば自動
車の総走行距離が増えることが期待できるので蓋然性のある結果である｡
一方,成人の多くが免許を取得している現状を考えると,若年層と老齢層
に着冒した免許取得者数と事故との関係の研究が必要であろう｡酒類販売
量はマイナスの効果となった｡この結果については,酒類販売量と共に補
完的に代行運転業の広がり,タクシー利用回数の増加も同時に発生してい
ると考えられるが,十分にデータを利用することが出来なかった｡今後の
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課題である｡岩手･奈良ダミー,秋田･大分ダミーは近い値ながらそれぞ
れ有意にマイナスの効果を持つ｡
5　結　　　語
今回1995年から2004年の沖縄を除く46都道府県プ-リングデータによっ
て, 2001年からの飲酒運転厳罰化効果の推計を行った｡その結果,厳罰化
によって40%の飲酒関連事故運転者数の減少が認められた｡大きな成果と
言って良いであろう｡この40%減はもちろん単なる法改正の効果だけでな
い｡法を知らねば守りようもないわけで法改正を周知するアナウンスメン
ト効果,飲酒に対する社会的価値観の変化も含まれている効果と考えるべ
きである｡ 2002年の法改正後2007年9月19日からは,飲酒運転に対するさ
らなる厳罰化が施行された｡飲酒ドライバーへの罰則強化と共に,酒類の
提供者7)や同乗者に対する罰則も設けられた｡ 2002年の厳罰化は大きな効
果があったが2007年の改正の効果はどれくらいであるか興味深い｡データ
が揃い次第研究されるべき課題である｡
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1 ) Intemational Center for Alcohol Policies (2007)サイト上のStandard BAC
Limitsによれば,ハンガリー,パナマなど10ヶ国で血中アルコール濃度をゼロに
規制している｡ただし,日本の規制水準も世界的にかなり厳しい方である｡
2)道路交通法施行令(昭和45年) (アルコールの程度)第四十四条の三　法第百
十九条第一項第七号の二の政令で定める身体に保有するアルコールの程度は,血
液1ミリリットルにつき0.5ミリグラムまたは呼気1リットルにつき0.25ミリグラ
ムとする｡
3)彼らの研究では,法改正の包括的効果を計測するよりも,減少効果の低い属性
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を抽出することに研究の主眼が置かれている
4)事故発生以前に取り締まれないこれらの項目に関して元警察官の福田和夫
(2003)は｢道路交通法の泣き所｣ (p.40)と表現している｡
5 ) EuropeanTransport Safety Council (1999,p.23)
6)単に法改正の徹底のみならず,コンビニエンストア,居酒屋での年齢確認の試
みがされている｡また,一部の居酒屋ではご指名ドライバーとして,グループ内
の運転者を特定して酒類を供さないサービスを提供するようになっている｡
7)道路交通法には元々運転者に酒類を提供してほならないとの文言は存在したが
罰則規定は存在しなかった｡
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データ説明
飲酒関連自動車事故運転者数以外は『民力』朝日新聞社(2006)から採っている
が,それらのデータ内容をデータ民力(2006)より明記しておく｡
飲酒関連自動車事故運者数
都道府県別･飲酒運転別　当事者別　仝事故件数(第一当事者) +都道府県別･
飲酒運転別　当事者別　仝事故件数(第二当事者)　交通事故総合分析センター
自動車台数
乗用車　乗用車(普通車,小型車,軽四輪車),トラック(普通車,小型四･三輪
車,被けん引車,軽四･三輪車),バス(普通車,小型車),特種用途車(消防車,
救急車,タンク自動車などの普通車,小型四･三輪車,大型特殊車)及び二輪車
運輸省自動車交通局技術安全部管理課編　車種別自動車保有車両数月報,財団法
人自動車検査登録協力会編　市区町村別自動車保有車両数,輸入車保有車両数,
(社)全国軽自動車協会連合会編　市区町村軽自動車車両数による｡
バス輸送人員(人)
運輸省運輸政策局情報管理部調査課編　旅客地域流動調査,運輸省運輸政策局情
報管理部統計課編陸運統計要覧
タクシーハイヤー事業者数(社)
運輸省自動車交通局旅客課調
自動車普通免許取得人数(男女)
第1種免許者と第2種免許者(営業用)とを合計した数値　警察庁交通局運転免
許課調
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道路実延長(km)
建設省道路局企画課編　道路統計年報による｡
人口
住民基本台帳人口･世帯　自治省行政局振興課編　住民基本台帳人口要覧による｡
人口密度(人/km2)
自治省行政局振興課編　住民基本台帳人口要覧,建設省国土地理院地図管理部地
図資料課編　全国都道府県市区町村別面積調による｡
酒類販売(kl)
国税庁長官官房企画課調　税務統計速幸田こよる｡
失業率(男)
完全失業者(男) ÷労働力人口(男)の値を全国平均100として基準化　総務庁統
計局
